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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 7,217 15,453 22,000 22,108 27,082 

経常損益（百万円） -3,187 -148 1,533 2,255 3,742 

当期純損益（百万円） -3,549 -880 1,047 1,339 2,317 

純資産額（百万円） 43,385 40,773 42,258 42,899 46,247 

総資産額（百万円） 44,617 42,650 46,029 44,898 51,020 

１株当たり純資産額（円） 2,164.14 2,081.37 2,157.26 2,224.21 2,393.75 

１株当たり当期純損益金額

（円） 
-177.02 -44.21 51.75 66.36 115.89 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 97.2 95.6 91.8 95.5 90.6 

自己資本利益率（％） -7.8 -2.2 2.5 3.1 5.2 

株価収益率（倍） -13.3 -41.2 51.5 34.2 28.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
-72 1,545 2,168 3,142 2,894 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
-1,860 249 -4,587 -282 -1,034 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
-400 -1,233 -201 -896 -437 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
13,804 14,282 11,494 13,558 15,116 

従業員数（人） 455 481 491 477 518 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 6,876 14,979 21,300 21,258 26,306 

経常損益（百万円） -3,117 -146 1,204 2,041 3,297 

当期純損益（百万円） -3,470 -885 786 1,202 1,956 

資本金（百万円） 8,360 8,360 8,360 8,360 8,360 

発行済株式総数（千株） 20,047 20,047 20,047 20,047 20,047 

純資産額（百万円） 42,284 39,751 41,100 41,509 44,318 

総資産額（百万円） 43,501 41,513 44,801 43,444 48,942 

１株当たり純資産額（円） 2,109.23 2,029.20 2,098.15 2,152.18 2,293.93 

１株当たり配当額(うち１株

当たり中間配当額)（円） 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

12.50 

(5.00) 

20.00 

(7.50) 

40.00 

(10.00) 

１株当たり当期純損益金額

（円） 
-173.07 -44.42 38.42 59.40 97.37 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 97.2 95.8 91.7 95.5 90.6 

自己資本利益率（％） -7.8 -2.2 1.9 2.9 4.6 

株価収益率（倍） -13.6 -41.0 69.4 38.2 33.4 

配当性向（％） － － 32.5 33.7 41.1 

従業員数（人） 379 382 381 369 392 



２【沿革】 

 当社は昭和21年９月30日に中丸商事株式会社の商号をもって設立されましたが、昭和55年２月１日を合併期日とし

て、東京都武蔵村山市伊奈平２丁目51番地の１所在の株式会社新川製作所の株式額面金額を変更するため、同社を吸

収合併し、同日をもって商号を株式会社新川に変更しました。 

 この合併により、当社は形式上の存続会社として、合併期日に旧株式会社新川製作所（株式額面金額500円）の資

産、負債及び権利、義務一切を承継いたしました。 

 合併前の当社は休眠中であり、法律上消滅した旧株式会社新川製作所が実質上の存続会社であるため、本書類では

別に記載がない限り、実質上の存続会社について記載しております。 

年月 経歴 

昭和34年８月 株式会社日立製作所のトランジスタ部品の二次加工を業とする目的から株式会社新川製作所（資

本金1,000千円、本社東京都三鷹市）を設立。 

昭和39年１月 武蔵村山市に工場を新設。 

昭和42年１月 武蔵村山市へ本社移転。（三鷹市所在の旧本社は三鷹工場とする。） 

昭和44年５月 本社第２号棟を新設。 

昭和48年３月 三鷹工場を廃止。 

昭和53年12月 本社第３号棟を新設。 

昭和55年４月 本社屋（第４号棟）を新設。 

昭和56年５月 本社第５号棟を新設。 

昭和58年７月 本社第６号棟を新設。 

昭和59年９月 本社第７号棟（技術棟）を新設。 

昭和60年９月 本社第８号棟（事務棟）を新設。 

昭和63年９月 東京証券取引所市場第二部上場。 

  シンガポールにSHINKAWA SINGAPORE PTE. LTD.（連結子会社）を設立。 

平成元年９月 アメリカにSHINKAWA U.S.A., INC.（連結子会社）を設立。 

平成２年３月 本社第９号棟（主力工場）を新設。（第２及び第３号棟は取り壊し） 

平成６年11月 マレーシアにSHINKAWA（MALAYSIA）SDN. BHD.（連結子会社）を設立。 

平成８年８月 株式取引単位を100株に変更。 

  台湾にSHINKAWA TAIWAN CO., LTD.（連結子会社）を設立。 

平成８年12月 韓国にSHINKAWA KOREA CO., LTD.（連結子会社）を設立。 

平成９年１月 本社第10号棟（ワイヤボンダ工場）を新設。 

平成11年３月 本社第11号棟（部品販売・食堂）を新設。 

平成12年１月 タイにSHINKAWA（THAILAND）CO., LTD.（連結子会社）を設立。 

平成12年４月 株式会社エスケーティー（現・株式会社新川テクノロジーズ）（連結子会社）を設立。 

平成12年９月 東京証券取引所市場第一部に指定。 

平成13年３月 本社第12号棟（設計、購買、製造、検査、品質管理を集約）を新設。 

平成13年11月 中国にSHINKAWA（SHANGHAI）CO., LTD.（連結子会社）を設立。 

 平成18年２月  フィリピンにSHINKAWA PHILIPPINES, INC.を設立。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社９社により構成されており、半導体メーカー及び電

子部品メーカー向け半導体製造装置の製造・販売を主たる事業とし、さらに、当該事業に関連する保守サービスを展

開しております。 

 なお、㈱エスケーティーは、当社グループの一員としての認知度の向上のために、平成18年１月１日をもって社名

を㈱新川テクノロジーズに変更しております。 

 当社グループは、当該事業以外に事業の種類のない単一セグメントであります。 

当社 

(イ) 概況 

 半導体製造装置のうちワイヤボンダ、ダイボンダ、テープボンダ、フリップチップボンダ等ボンディング装置の

製造・販売を行っており、また、これらの装置の据付調整、修理、アフターサービスを行っております。 

 ワイヤボンダ、ダイボンダ、テープボンダは、次に示す半導体製造工程において、ボンディングの工程で使用さ

れる装置であります。 

○半導体製造工程 

○ボンディング装置の機能 

 ダイボンダは、半導体のチップをリードフレーム等のＩＣパッケージの所定位置に接着固定する機能を持つ装置

であります。またワイヤボンダは、チップとリードの間を金線、アルミ線又は銅線で接続する装置であります。そ

れぞれを図示すれば、次のとおりであります。 

 テープボンダは、ポリミドフィルムに銅箔コーティングしたテープにチップを直接圧着する方式によるもので、

結果として、ダイボンダとワイヤボンダの機能を同時に行うワイヤレスのボンディング装置であります。フリップ

チップボンダは、半導体チップを樹脂基板、セラミック基板またはフィルム状のテープにバンプを使用し半導体チ

ップを裏返しにした状態で接合するワイヤレスのボンディング装置であります。 



(ロ) 製品納入までの主な工程 

 （注） 上記の工程でユニット（半製品）製造及び組立・調整は当社の協力会社で行っております。ただし、そのうち

リードフレームの送り精度調整、ボンディング条件出し等の高精度を要する工程は、当社で行っております。

関係会社 

（販売・据付・保守サービス他） 

SHINKAWA U.S.A., INC.、SHINKAWA SINGAPORE PTE. LTD.、SHINKAWA（MALAYSIA）SDN. BHD.、

SHINKAWA TAIWAN CO., LTD.、SHINKAWA KOREA CO., LTD.、SHINKAWA（THAILAND）CO., LTD.、 

SHINKAWA（SHANGHAI）CO., LTD.、SHINKAWA PHILIPPINES, INC. 

（製造） 

㈱新川テクノロジーズ 

事業系統図 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）１．上記連結子会社は、すべて特定子会社に該当しておりません。 

２．上記連結子会社のうちには、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．SHINKAWA（THAILAND）CO., LTD.に対する当社グループの持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配

しているため連結子会社としたものであります。 

４．議決権の所有割合の括弧内は、提出会社の他の子会社による間接所有割合で内数であります。 

５．上記連結子会社のうちには、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

100分の10を超える会社はありません。 

名称 住所 資本金 
主要な 
事業内容 

議決権の所
有割合(％) 

関係内容 

役員の兼任 

資金援
助 

営業上の取
引 

設備の
賃貸借 

業務提
携等 当社役

員(名) 

当社従
業員 
（名） 

SHINKAWA 

U.S.A., INC. 

アメリカ合衆

国 アリゾナ

州メサ 

US$ 

50千 

半導体製造装

置の販売及び

保守サービス 

100 3 - － 

当社製品の

販売及び保

守サービス 

なし なし 

SHINKAWA 

SINGAPORE 

PTE. LTD. 

シンガポール

共和国 

S$ 

150千 

半導体製造装

置の販売及び

保守サービス 

100 2 1 － 

当社製品の

販売及び保

守サービス 

なし なし 

SHINKAWA 

(MALAYSIA) 

SDN. BHD. 

マレーシア 

スバンジャヤ 

M$ 

300千 

半導体製造装

置の保守サー

ビス 

100 2 2 － 

当社製品の

保守サービ

ス 

なし なし 

SHINKAWA 

TAIWAN 

CO., LTD. 

台湾 台北 

台湾$ 

13,800 

千 

半導体製造装

置の保守サー

ビス 

100 3 1 － 

当社製品の

保守サービ

ス 

なし なし 

SHINKAWA 

KOREA 

CO., LTD. 

大韓民国 城

南市 

韓国W 

370,000 

千 

半導体製造装

置の保守サー

ビス 

100 3 - － 

当社製品の

保守サービ

ス 

なし なし 

SHINKAWA 

(THAILAND) 

CO., LTD. 

タイ王国 バ

ンコク 

タイBT 

3,000千 

半導体製造装

置の保守サー

ビス 

49 

(9)
3 1 － 

当社製品の

保守サービ

ス 

なし なし 

SHINKAWA 

(SHANGHAI) 

CO., LTD. 

中華人民共和

国 上海 

US$ 

200千 

半導体製造装

置の保守サー

ビス 

100 2 1 － 

当社製品の

保守サービ

ス 

なし なし 

㈱新川テクノ

ロジーズ 

東京都武蔵村

山市 

90,000 

千円 

半導体及びそ

の他電子部品

を応用した精

密機器の製

造・販売 

100 2 - － 

当社への半

製品の供給

及び製品の

組立調整 

あり なし 



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、業務部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数には、契約社員、パート社員（22人）は含まれておりません。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数には、フィリピン駐在員事務所の現地採用人員（12人）を含み、他社への出向社員（８人）は含ん

でおりません。また、契約社員、パート社員（21人）は含まれておりません。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3) 労働組合の状況 

 当社には、昭和39年６月より、企業の平和及び繁栄と従業員の労働条件の安定及び改善を図るため、労使が協議

することを目的として新川労働組合が結成されており、極めて円満な関係を維持しております。なお、所属上部団

体はありません。 

 平成18年３月31日現在の組合員数は243人であります。 

  平成18年３月31日現在

業務部門の区分 従業員数（人） 

生産部門 237 

営業部門 177 

一般管理及び研究開発部門 104 

合計 518 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

392 38.2 11.7 7,127,858 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）における世界経済は、イラク問題や異常気象、

原油価格の高騰などの諸問題を抱えながらも依然好調な米国経済や、高い経済成長を遂げる中国を中心とした好調

なアジア経済に牽引される形で堅調に推移しました。 

 半導体・エレクトロニクス業界は、昨年夏にデジタル関連製品の在庫調整が終了し、パソコンや携帯電話、携帯

オーディオプレーヤー向け半導体需要の増加を背景に半導体メーカーの設備投資が活発化するなど好調に推移しま

した。 

 当社グループにおいても、半導体メーカーの設備投資需要に支えられ受注が順調に増加しました。 

 このような状況のもと、当社グループは顧客ニーズに対応した製品をスピーディーに供給できる体制づくりを進

め、コストダウン施策を継続するなど拡販と収益性の向上に努めてまいりました。その結果、当社グループの業績

も昨年夏以降急回復し、売上高27,082百万円（前期比22.5％増）、営業利益3,529百万円（同67.5%増）、経常利益

3,742百万円（同65.9％増）、当期純利益2,317百万円（同73.0％増）となりました。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 日本では、子会社を経由せずに直接輸出をおこなっている韓国、台湾、フィリピンの顧客の設備投資が活発であ

ったことから売上が増加し、売上高は26,687百万円（前期比23.3％増）、営業利益は3,196百万円（同68.9％増）

となりました。 

 アジアでは、売上高は3,243百万円（同1.2％増）、営業利益は392百万円（同72.7％増）となりました。 

 アメリカでは、生産拠点がアジアにシフトしたことからアメリカ地域での受注が減少し、売上高は45百万円（同

88.7％減）、営業損失は29百万円（前期営業損失11百万円）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、2,894百万円の収入となりました。その主な要因は、税金等調整前当期

純利益3,742百万円、減価償却費740百万円に加えて、売上の増加に伴う仕入債務の増加2,272百万円により資金の

増加となった一方で、売上債権の増加2,636百万円とたな卸資産の増加958百万円により資金の減少となった結果で

あります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、1,034百万円の支出となりました。これは主に、設備投資など有形固定

資産の取得による支出619百万円のほかに、投資有価証券の取得による支出1,123百万円とその他の投資の取得によ

る支出538百万円によるものであります。一方で、投資有価証券の売却等による収入が600百万円ありました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、437百万円の支出となりました。これは、自己株式の取得による支出3百

万円と配当金の支払いが433百万円であったことによります。 

 以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、期首残高に比べ1,559百万円増加し、

15,116百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当連結会計年度における品目別生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注状況 

 当連結会計年度における品目別受注状況は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

台数（台） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ワイヤボンダ 1,958 14,548 110.2 

ダイボンダ 254 6,034 145.7 

テープボンダ 105 3,013 166.0 

フリップチップボンダ 25 514 106.2 

その他装置 18 177 65.1 

補修部品 － 3,045 121.8 

合計 2,360 27,331 121.8 

品目 

受注高 受注残高 

台数（台） 金額（百万円）
前年同期比
（％） 

台数（台） 金額（百万円） 
前年同期比
（％） 

ワイヤボンダ 2,292 16,986 175.5 472 3,490 362.0 

ダイボンダ 281 6,303 223.0 73 1,271 137.9 

テープボンダ 117 3,276 332.6 43 1,109 144.4 

フリップチップボンダ 28 571 172.0 3 57 271.4 

その他装置 39 242 133.0 21 65 － 

補修部品 － 2,917 117.1 － 416 80.0 

合計 2,757 30,294 183.7 612 6,407 200.5 



(3) 販売実績 

 当連結会計年度における品目別販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

台数（台） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ワイヤボンダ 1,941 14,459 109.7 

ダイボンダ 248 5,953 149.6 

テープボンダ 102 2,936 168.5 

フリップチップボンダ 26 535 115.8 

その他装置 18 177 63.2 

補修部品 － 3,021 122.4 

合計 2,335 27,082 122.5 

相手先 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日本サムスン株式会社 2,400 10.9 2,932 10.8 



３【対処すべき課題】 

 半導体組立装置市場は、近年ますますアジア地域への集中傾向を強めております。これにともない、当社の主力製

品であるワイヤボンダ市場におきましても、世界の主要製造装置メーカーが台湾、韓国、中国等の東アジア地域や東

南アジア地域で熾烈なシェア争いを繰り広げる状況となっており、国際競争が一段と激化する結果となりました。ま

た、主要顧客も従来の大手半導体メーカーから組立専業メーカーへとシフトしており、各組立専業メーカー間では、

先端分野の半導体の組立受注獲得競争が激しく、その結果、組立装置に対する高度な技術的要求や装置価格をはじめ

とするコスト削減要請はますます強まっております。このような経営環境の中で、グローバルな競争を勝ち抜いてゆ

くためには、当社グループとして以下のような対応が必要と考えております。 

・技術力の一層の向上と新製品のタイムリーな市場投入をおこなうための継続的な研究開発の実施 

 当連結会計年度は、ワイヤボンダの新製品ＵＴＣ-2000の開発およびその他の製品の機能向上に関する研究開発

をおこないました。 

・マーケットニーズに対応した製品をスピーディーに供給する生産体制の構築 

 当連結会計年度は、短納期、生産の平準化を追及した独自の生産方式についてその適用範囲をワイヤボンダから

ダイボンダへと広げ、更なる効率化を目指した生産方式の改善、改革を推進しました。 

・アジア地域を中心としたグローバル市場での顧客サポート体制の強化 

 当連結会計年度は、フィリピンの駐在員事務所を現地法人化して顧客のサポート体制を強化したほか、各サービ

ス拠点のエンジニアの教育を継続し、技術レベルの向上に取り組みました。 

 また、半導体需給バランスの波に起因する半導体業界の景気変動は、今後も解消することなく、むしろ不確実性を

増すと思われます。当社グループは、こうした景気変動の波の多い環境下にあっても、強固な財務基盤を基に不断の

研究開発に注力し技術力の強化を図ることにより、半導体組立工程ボンディング部門の各種装置を総合的に供給する

オールラウンドプレーヤーとして業界をリードしてまいります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

(1) 半導体市況に左右される業績の変動 

 当社グループの属する半導体製造装置業界の業績は、半導体業界の設備投資動向、ひいては半導体市況の動向に

大きく影響を受けてまいりました。当社グループの業績も、ＩＴブームに沸いた平成13年３月期に売上高は前期比

47.3％増、当期純利益は81.5%増となりましたが、その翌年の平成14年３月期にはＩＴバブル崩壊から半導体業界

の設備投資が一斉に控えられた影響から一転、売上高は前期比83.0％減となり、3,549百万円の当期純損失を計上

しております。これを代表的な例として、当社グループの業績は、半導体市況に応じた変動を生じており、業界の

特質上、今後もこの影響を避けることはできないと考えております。当社は、強固な財務基盤の維持を図り、市場

の低迷期にも利益の出せる企業体質作りに取り組んでおります。 

      出所）日本半導体製造装置協会（ＳＥＡＪ）、 

         Semiconductor Equipment and Materials Institute（ＳＥＭＩ） 



      出所）世界半導体市場統計（ＷＳＴＳ） 

(2) 為替相場の変動の影響 

 当社グループの業績は、為替相場の大きな変動により為替差損益が発生し、短期的な業績に影響を及ぼすおそれ

があります。当連結会計年度における当社グループの円建て以外の外貨建て取引は、すべてＵＳドル建てで、連結

売上高に占めるドル建ての比率は27.6％であります。しかし、近年の海外売上比率の増加にともない、今後ドル建

て取引の増加が予想され、為替相場の変動が業績に与える影響が大きくなる可能性が考えられます。 

 当社グループは、今後為替相場の変動が業績に大きな影響を与える可能性が発生した場合には、その影響を最小

化するために、為替予約等の為替リスクヘッジをおこなう予定です。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは、半導体組立工程で使用される製造装置の開発を主たる目的として、研究開発をおこなっておりま

す。半導体業界では日進月歩で技術革新を続けており、加えて半導体製造装置へのコストダウン要求も日々高まって

おります。これに連動して顧客の当社製品への技術的な要求も高度化かつ多様化しております。当社グループは、こ

れらの顧客要求を満足することが企業としての使命であり、業界での地位を確立する重要ポイントであると認識し、

市場ニーズを先取りした製品開発に取り組んでおります。 

 当連結会計年度は、主力のワイヤボンダの新製品ＵＴＣ-2000の開発を完了したほか、ますます高度化する顧客か

らの技術要求を満たすための既存製品の改良、アップグレードの研究開発に注力いたしました。 

 なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は1,298百万円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

１．売上の状況 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ22.5％増の27,082百万円となりました。海外売上高は、前連

結会計年度比43.4％増の19,296百万円となり、連結売上高総額に占める海外売上高の比率は、前連結会計年度比

10.4ポイント増の71.3％となりました。国内売上高は、前連結会計年度比10.0％減の7,786百万円となりました。 

主要製品別の状況 

①ワイヤボンダ 

 ワイヤボンダは、前連結会計年度比109.7％の14,459百万円となりました。デジタル関連製品や携帯電話、携

帯オーディオプレーヤー向け半導体需要の増加を背景に、ワイヤボンダは前連結会計年度比9.7％増加する結果

となりました。 

②ダイボンダ 

 ダイボンダは、前連結会計年度比149.6％の5,953百万円となりました。ダイボンダは、半導体チップを数段に

重ねて実装するスタックドパッケージの増加や300mmウェーハへの移行の流れに従い、これに対応した当社のダ

イボンダＳＰＡ-300の売上が伸び、前連結会計年度比49.6％増加し当社の製品構成におけるダイボンダの割合も

増加する結果となりました。 

③テープボンダ 

 テープボンダは、前連結会計年度比168.5％の2,936百万円となり、前連結会計年度比68.5％増加しました。テ

ープボンダは、主にＬＣＤドライバー組立用に使用されます。液晶ディスプレーの用途は、パソコン、携帯電

話、薄型フラットテレビ向けに広がり、それを背景に液晶ドライバーの需要が拡大していることから、当社のＣ

ＯＦ-300の販売が増加しました。 

④フリップチップボンダ 

 フリップチップボンダは、前連結会計年度比115.8％の535百万円となりました。当社のフリップチップボンダ

ＳＦＢ-200は、小型チップ用に特化したフリップチップボンダで、主に通信用デバイスの組立に使用され、携帯

電話を始めとする通信用デバイス受注が回復したことにより売上を伸ばしました。 

２．損益の状況 

(1) 売上原価 

 売上原価は、前連結会計年度比21.5%増の17,773百万円となり、売上原価率は前連結会計年度比0.6ポイント改

善し、65.6％となりました。顧客からの技術的要求の高度化にともなう売上原価の上昇要因を、コスト削減努力

により吸収することができました。 

(2) 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度比7.6％増の5,780百万円となり、売上高に対する比率は前連結会計

年度比2.9ポイント減少の21.3％となりました。販売費及び一般管理費増加の主な要因は、新製品の開発を積極

的に行ったことによる試験研究費の増加と、売上増加に連動する諸経費の増加によるものです。 

(3) 営業利益 

 この結果、営業利益は前連結会計年度比67.5％増加し3,529百万円となりました。 

(4) 営業外収益、営業外費用 

 営業外収益は、為替差益の発生および受取利息、受取配当金を主因として前連結会計年度より32百万円増加し

304百万円となりました。営業外費用は、前連結会計年度より32百万円減少し91百万円となりました。当社の基

本方針であるバランスシート健全化の方針から、当連結会計年度は、たな卸資産廃棄損81百万円を計上しまし

た。 

(5) 経常利益 

 この結果、経常利益は、前連結会計年度比65.9％増の3,742百万円となりました。 

(6) 当期純利益 

 以上の結果から、当期純利益は、前連結会計年度比73.0％増の2,317百万円となりました。 

３．財政状態 

 当連結会計年度の総資産額は、前連結会計年度末比6,122百万円増加し、51,020百万円となりました。主因は、

売上の増加にともない、売掛金、たな卸資産などの流動資産が増加したことによります。その他、財政状況に関す

る事項および方針について重要な変化はありません。 

 なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、１ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローのとおりであり

ます。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、試作工場の機械装置を中心に935百万円の投資を行なっております。所

要資金は、全額自己資金でまかなっております。 

 また、当連結会計年度中に重要な影響を及ぼす設備の売却、除却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 （注）１．帳簿価格のうち「その他」は、工具器具及び備品及び電子計算機ならびに自社利用のソフトウェアの合計で

あり、建設仮勘定を含んでおります。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．本社工場中には㈱新川テクノロジーズに賃貸中の建物を含んでおります。 

(2) 国内子会社 

 （注）１．帳簿価格のうち「その他」は、工具器具及び備品及び電子計算機ならびに自社利用のソフトウェアの合計で

あります。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

     ２．現在休止中の主要な設備はありません。 

     ３．建物は提出会社より賃借しております。 

(3) 在外子会社 

 （注）１．帳簿価格のうち「その他」は、工具器具及び備品及び電子計算機ならびに自社利用のソフトウェアの合計で

あります。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．事務所はすべて賃借によっております。年間賃借料は52百万円であります。 

４．他アジア地区５社の内訳は、SHINKAWA（MALAYSIA）SDN., BHD.（マレーシア スバンジャヤ）、

SHINKAWA TAIWAN CO., LTD.（台湾 台北）、SHINKAWA KOREA CO., LTD.（大韓民国 城南市）、 

SHINKAWA（THAILAND）CO., LTD.（タイ王国 バンコク）、 

SHINKAWA（SHANGHAI）CO., LTD.（中華人民共和国 上海）であります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員 
（人） 建物及び構築

物（百万円） 

機械装置及び
運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社工場 

（東京都武蔵村山市） 

生産設備、研究開

発設備、その他設

備 

2,584 401 
2,959 

（23千㎡）
386 6,330 374 

厚生施設 

（東京都武蔵村山市） 

他東京都多摩地区２ヶ所 

社員寮 

駐車場 

社宅 

329 － 
1,970 

（13千㎡）
－ 2,299 － 

会社名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員 
（人） 建物及び構築

物（百万円） 

機械装置及び
運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

㈱新川テクノロジーズ 

(東京都武蔵村山市) 

生産設備 

電子計算機 
－ 0 － 6 6 28 

会社名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員 
（人） 建物及び構築

物（百万円） 

機械装置及び
運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

SHINKAWA U.S.A., INC. 

(アメリカ合衆国 アリ

ゾナ州メサ) 

販売及び保守サー

ビス業務用設備 
－ 1 － 0 1 4 

SHINKAWA SINGAPORE 

PTE. LTD. 

(シンガポール共和国) 

他アジア地区５社 

販売及び保守サー

ビス業務用設備 
7 38 － 11 56 94 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備計画は半導体需要及び半導体業界の設備投資動向、利益計画、生産計

画等を総合的に勘案して策定しております。当社グループでは主要半製品の生産を協力会社で行っていることから、

設備投資は当社が行っている研究開発及び組立、検査に使用する計測機器類、コンピュータシステム等が中心となり

ます。 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は、以下のとおりであります。 

 なお、重要な設備の除却等の計画はありません。 

 （注） 金額には消費税等を含めておりません。 

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の 
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

当社 

本社工場 

東京都 

武蔵村山市 

試験研究設備

コンピュータ

システム等 

900 － 自己資金 2006年４月 2007年３月 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式の分割   1:1.125 

(4) 【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式761,949株は、「個人その他」に含めて記載しております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が16単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月29日) 

上場証券取引所
名又は登録証券
業協会名 

内容 

普通株式 20,047,500 20,047,500 
東京証券取引所

市場第一部 
－ 

計 20,047,500 20,047,500 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成８年５月20日 2,227,500 20,047,500 － 8,360 － 8,907 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 53 33 166 76 3 11,981 12,312 － 

所有株式数

（単元） 
－ 58,120 2,409 23,768 33,766 13 82,104 200,180 29,500 

所有者株式数

割合（％） 
－ 29.03 1.20 11.87 16.87 0.01 41.0 100 － 



(5) 【大株主の状況】 

 （注）１．所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合とも、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

す。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式数は、各行の信託業務に係るものです。 

３．上記のほか、自己株式が761千株あります。 

４．モルガン・スタンレー証券株式会社から、平成18年４月７日付の大量保有報告書に係る変更報告書の写しの

送付があり、平成18年３月31日現在で2,498千株を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社と

して期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,353 6.75 

みずほ信託退職給付信託東京

都民銀行口再信託受託者資産

管理サービス信託 

東京都中央区晴海１丁目８－12 960 4.79 

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行 兜町証

券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

896 4.47 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 596 2.97 

株式会社アイ・アンド・イー 東京都渋谷区宇田川町33－７ 499 2.49 

ステート ストリート バン

ク アンド トラスト カン

パニー 505103 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行 兜町証

券決済業務室） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

456 2.27 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 452 2.25 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 419 2.09 

とみんリース株式会社 東京都千代田区神田小川町３丁目３ 405 2.02 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 300 1.49 

計 －  6,340 31.62 



なお、モルガン・スタンレー証券株式会社の大量保有報告書に係る変更報告書の内容は次のとおりでありま

す。 

５．バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、平成18年４月10日付の大量保有報告書

に係る変更報告書の写しの送付があり、平成18年３月31日現在で1,162千株を共同保有している旨の報告を

受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。 

なお、バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社の大量保有報告書に係る変更報告書の

内容は次のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 
保有株式数 
（千株） 

保有割合 
（％） 

モルガン・スタンレー証券準

備株式会社 
東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 41 0.20 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インコーポ

レーテッド 

1585 Broadway, New York, NY 10036 238 1.19 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London 

E14 4QA U.K. 
216 1.07 

モルガン・スタンレー・イン

ベストメント・マネジメン

ト・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf London 

E14 4QA U.K. 
526 2.62 

モルガン・スタンレー・イン

ベストメント・マネジメン

ト・インク 

1221 Avenue of the Americas, 

New York, NY 10020, USA 
1,477 7.36 

計  － 2,498 12.46 

氏名又は名称 住所 
保有株式数 
（千株） 

保有割合 
（％） 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ信託銀行株式

会社 

東京都渋谷区広尾１丁目１－39 46 0.23 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ株式会社 
東京都渋谷区広尾１丁目１－39 675 3.36 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ、エヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州  サンフランシス

コ市 フリーモント・ストリート45 
155 0.77 

バークレイズ・グローバル・

インベスターズ・リミテッド 

英国ロンドン市 ロイヤル・ミント・コー

ト１ 
206 1.03 

バークレイズ・バンク・ピー

エルシー 
英国 ロンドン市 チャーチル・プレイス１ 17 0.08 

バークレイズ・キャピタル・

セキュリティ-ズ・リミテッ

ド 

英国 ロンドン市 カナリーワーフ ノー

ス・コロネード５ 
32 0.16 

バークレイズ・キャピタル・

ジャパン・リミテッド(証

券) (バークレイズ・キャピ

タル証券会社) 

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 18 0.09 

バークレイズ・キャピタル・

インク 

米国 コネチカット州 ハートフォード コ

マーシャル・プラザ シーテー・コーポレ

ーションシステム 

10 0.04 

計  － 1,162 5.79 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれております。 

     「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   761,900 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,256,100 192,561 － 

単元未満株式 普通株式   29,500 － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 20,047,500 － － 

総株主の議決権 － 192,561 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社 新川 

東京都武蔵村山市伊

奈平２丁目51番地の

１ 

761,900 － 761,900 3.80 

計 － 761,900 － 761,900 3.80 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

     該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、利益を株主、社員、社内留保、設備投資等にバランスよく配分することを基本方針としており、株主配当

につきましては、従来からの安定配当重視の方針を維持しつつ、同時に業績に応じた利益還元の比率を高めてゆくこ

とといたしました。 

 この結果、当期は、期末配当金につきましては１株当たり30円、すでに実施済みの中間配当金10円を含め、年間配

当金40円を実施することを決定しました。 

 内部留保資金につきましては、半導体技術の革新に対応した研究開発投資資金を中心に、設備投資資金、経営環境

の変化に対応するための投資等に使用してゆく予定であります。 

 なお、当期の中間配当についての取締役会決議は、平成17年11月18日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 3,080 3,150 2,970 2,905 3,340 

最低（円） 1,300 1,580 1,620 1,810 1,934 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 2,465 2,925 3,020 3,230 3,340 3,340 

最低（円） 2,165 2,230 2,570 2,715 2,870 2,770 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

（代表取締役） 
  上原 宏一 昭和16年10月23日生 

昭和40年12月 当社入社 

昭和61年２月 第二研究部長 

昭和63年４月 取締役就任 

平成７年２月 第一営業技術部長 

平成10年１月 第二営業部長兼第一営業技術部長 

  同年12月 営業本部長 

平成12年６月 常務取締役就任 

平成14年６月 代表取締役社長就任（現任） 

144.3 

常務取締役 

（代表取締役） 
営業本部長 飯田 貞志 昭和23年８月20日生 

昭和46年４月 丸紅飯田㈱（現丸紅㈱）入社 

平成６年５月 丸紅テレコム㈱代表取締役社長 

平成10年４月 丸紅㈱情報通信事業部長 

平成12年６月 同社取締役 

平成13年４月 同社ＩＴ事業部門長 

平成14年６月 当社顧問 

  常務取締役就任 

平成16年６月 代表取締役常務就任（現任） 

  営業本部長（現任） 

4.0 

常務取締役 生産本部長 巳亦 力 昭和19年６月14日生 

昭和38年４月 ㈱日立製作所入社 

平成５年２月 日立東京エレクトロニクス㈱入社 

 電子事業部後工程装置設計部長 

平成11年３月 当社入社 

  第三設計部長 

平成13年６月 取締役就任 

平成16年１月 生産本部長（現任） 

  同年６月 常務取締役就任（現任） 

2.5 

常務取締役 経営企画部長 田辺 哲也 昭和26年10月９日生 

昭和49年４月 丸紅㈱入社 

平成13年４月 同社ＩＴ事業総括部長 

平成16年１月 当社入社 

  人事部長 

  同年４月 経営企画部長（現任） 

  同年６月 取締役就任 

平成18年６月 常務取締役就任（現任） 

1.4 

取締役 
営業本部副本部

長 
西村 浩 昭和32年３月７日生 

昭和54年３月 当社入社 

平成12年７月 第二営業部長 

平成15年６月 取締役就任（現任） 

平成16年６月 営業本部統括部長 

平成18年４月 営業本部副本部長（現任） 

2.5 

取締役 品質保証部長 日野 雅照 昭和26年８月19日生 

昭和49年11月 当社入社 

平成14年４月 経理部長 

平成16年４月 品質保証部長（現任） 

  同年６月 取締役就任（現任） 

2.3 

取締役 
技術サービス部

長 
長野 高志 昭和33年１月24日生 

昭和56年３月 当社入社 

平成14年４月 第一営業部長 

  同年10月 技術サービス部長（現任） 

平成16年６月 取締役就任（現任） 

4.5 

取締役 経理部長 島 森   至 昭和23年５月８日生 

昭和46年４月 ㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)入行 

平成９年１月 同行久が原支店長 

平成13年６月 当社入社 

  経営企画部次長 

平成14年４月 経営企画部長 

平成16年４月 経理部長（現任） 

  同年６月 取締役就任（現任） 

1.9 

 



 （注）１．所有株式数は新川役員持株会における各自の持分を含めた実質持株数であり、表示単位未満を切り捨てて表

示しております。 

２．監査役高橋秀昭、西澤圭助、前田研二の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 設計開発本部長 高 橋 邦 行 昭和32年２月18日生 

昭和54年３月 当社入社 

平成14年４月 第一設計部長 

平成18年４月 設計開発本部長（現任） 

  同年６月 取締役就任（現任） 

8.2 

取締役 研究部長 角 谷   修 昭和24年12月23日生 

昭和47年４月 ㈱日立製作所入社 

平成７年１月 日立東京エレクトロニクス㈱入社 

平成11年３月 当社入社 

平成14年４月 第三設計部長 

平成15年10月 研究部長（現任） 

平成18年６月 取締役就任（現任） 

1.1 

常勤監査役   渡 辺 正 史 昭和22年１月１日生 

昭和44年３月 中国西濃運輸㈱（現西濃運輸㈱）

入社 

平成３年５月 同社企画室長 

平成８年４月 当社入社 

  企画課長 

平成15年４月 経営企画部次長 

平成16年６月 常勤監査役就任（現任） 

1.4 

監査役   高 橋 秀 昭 昭和18年11月10日生 

昭和41年４月 ㈱東京都民銀行入行 

平成６年６月 同行取締役人事部長 

平成９年６月 同行常務取締役 

平成10年６月 とみんリース㈱社長 

平成12年６月 当社監査役就任（現任） 

平成14年６月 とみんリース㈱会長就任 

平成16年６月 ㈱アイ・アンド・イー監査役就任

（現任） 

1.4 

監査役   西 澤 圭 助 昭和29年3月13日生 

平成元年４月 弁護士登録（東京弁護士会） 

     中村法律事務所入所（現任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

0.4 

監査役   前 田 研 二 昭和21年７月23日生 

昭和52年１月 三井リース事業㈱入社 

平成６年10月 同社営業第一本部産業機械部長 

平成15年４月 同社検査役 

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

        計 175.9 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営の透明性を高め、健全な企業活動により、株主、顧客、取引先、従業員などの利害関係者（ステー

クホルダー）に対し、企業価値を最大化することがコーポレート・ガバナンスの本来の目的であるとの考え方に基

づいて企業活動をおこなっております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

①会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役制度を採用しております。取締役は10名で、毎月開催する定時取締役会ならびにその他必要のつ

ど開催される臨時取締役会において、業務執行状況および重要事項の報告をおこなうとともに、正確な情報に基づ

き迅速に経営の意思決定をおこなっております。 

 監査役は４名であり、うち１名が常勤監査役として常時執務し、非常勤監査役３名も取締役会には毎回出席して

おります。監査役のうち、３名は社外監査役で構成し、取締役の業務執行を監視する体制を取っております。 

②会社の機関の内容及び内部統制システム、リスク管理体制の整備状況 

 会社組織は、経営機能の強化および責任の明確化を目的として営業本部、設計開発本部、生産本部の３本部体制

とし、本部長以下、管理職層の問題意識の共有化を図り、ベクトルをあわせた経営に努めております。また、経営

企画部、人事総務部、経理部は、それぞれ社長直属とし、各本部から独立性を維持し内部統制上のチェック機能を

担っております。 

③内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査は社長直属の経営企画部が担当し（３名が内部監査を担当）、年間監査計画に基づく定期監査の他、必

要に応じ社長からの指示に基づき特命監査を実施しております。これらの監査結果は社長のほか監査役へも報告さ

れ、また、監査の有効性の向上および情報交換のために、随時監査役と協議をおこなっております。 

 監査役監査については年度の監査方針、監査計画に基づいて実施しており、四半期毎の監査（会計監査・業務監

査）に加え、必要に応じて随時の監査もおこなっています。監査役会は原則として毎月１回開催し、監査結果の報

告と問題点のあった場合は是正要求をすることで、経営の健全性確保に留意しております。 

 また、監査役会を通じて会計監査人に監査の結果が報告されるほか、会計監査事項等について随時相談・検討を

実施しております。 

④会計監査の状況 

 当社は会計監査人として、アーク監査法人と商法監査および証券取引法監査に基づく監査契約を締結し、会計監

査を受けております。当期において当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名等は以下

のとおりであります。なお、当社と同監査法人又は業務執行社員との間には特別の利害関係はありません。 

 （注）７年以内であるため記載を省略しております。 

 当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他の監査補助者２名であります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

指定社員 業務執行社員 上田 正樹 アーク監査法人 （注） 

指定社員 業務執行社員 赤荻  隆 アーク監査法人 （注） 



⑤会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係、又は取引先関係、その他の利害関係の概要

 当社は社外取締役の就任はありません。前述のとおり社外監査役は３名です。高橋秀昭氏は、当社株式を1.4千

株保有しております。同氏は、当社の株主である㈱アイ・アンド・イーの監査役で、同社とは損害保険契約に関す

る取引がありますが、定型的な取引で監査役個人が利害関係を有するものはありません。西澤圭助氏は、当社株式

を0.4千株保有しております。同氏は、当社と顧問契約のある中村法律事務所（なお、平成18年５月末日付で当該

顧問契約は解消しております。）の弁護士でありますが、監査役の独立性に影響を与えるような利害関係を有する

事実はありません。宮田英夫氏は、独立した税理士で当社との利害関係はありません。 

(2) 役員報酬の内容 

 当社の取締役および監査役に対する報酬の内容は、以下のとおりであります。 

 （注）取締役の支給額には、使用人給与部分を含んでおりません。 

(3) 監査報酬の内容 

 当社がアーク監査法人と締結した監査契約の公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の内容は、

商法および証券取引法による監査証明報酬であり、その金額は26百万円であります。なお、監査業務以外の報酬の

支払いはありません。 

  取締役 監査役 計 

  支給人員(名) 支給額(千円) 支給人員(名) 支給額(千円) 支給人員(名) 支給額(千円) 

定款又は株主総会決議に基づく報酬額 10 128,255 4 17,220 14 145,475 

利益処分による役員賞与 10 44,700 4 3,300 14 48,000 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16

年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

について、アーク監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  17,102 17,954 

２．受取手形及び売掛金  5,945 8,684 

３．たな卸資産  3,276 4,252 

４．繰延税金資産  927 667 

５．その他  236 565 

６．貸倒引当金  -40 -62 

流動資産合計  27,446 61.1 32,061 62.8

Ⅱ 固定資産    

(1) 有形固定資産    

１．建物及び構築物 ※２ 11,952 11,454   

減価償却累計額  8,653 3,299 8,534 2,921 

２．機械装置及び運搬具  1,287 1,651   

減価償却累計額  1,131 156 1,223 428 

３．土地  4,929 4,929 

４．建設仮勘定  30 111 

５．その他  1,474 1,492   

減価償却累計額  1,397 77 1,361 131 

有形固定資産合計  8,491 18.9 8,521 16.7

(2) 無形固定資産    

その他  42 160 

無形固定資産合計  42 0.1 160 0.3

(3) 投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※３ 5,217 7,996 

２．長期貸付金  103 94 

３．繰延税金資産  2,235 279 

４．その他   1,365 1,910 

５．貸倒引当金  -1 -1 

投資その他の資産合計  8,919 19.9 10,278 20.1

固定資産合計  17,452 38.9 18,959 37.2

資産合計  44,898 100 51,020 100 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  553 2,940 

２．未払法人税等  108 145 

３．繰延税金負債  2 2 

４．製品保証引当金  242 290 

５．その他  732 1,194 

流動負債合計  1,637 3.6 4,571 9.0

Ⅱ 固定負債    

１．繰延税金負債  0 0 

２．退職給付引当金  236 84 

３．その他引当金  118 108 

４．その他  － 1 

固定負債合計  354 0.8 193 0.4

負債合計  1,991 4.4 4,764 9.3

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  8 0.0 9 0.0

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※４ 8,360 18.6 8,360 16.4

Ⅱ 資本剰余金  8,907 19.8 8,907 17.5

Ⅲ 利益剰余金  26,270 58.5 28,103 55.1

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 1,056 2.4 2,395 4.7

Ⅴ 為替換算調整勘定  -58 -0.1 122 0.2

Ⅵ 自己株式 ※５ -1,636 -3.6 -1,640 -3.2

資本合計  42,899 95.6 46,247 90.6

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 44,898 100 51,020 100 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  22,108 100 27,082 100 

Ⅱ 売上原価 ※１ 14,632 66.2 17,773 65.6

売上総利益  7,476 33.8 9,309 34.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．営業サービス費  875 592   

２．製品保証引当金繰入額  241 290   

３．その他引当金繰入額  － 53   

４．従業員給与賞与  1,087 1,301   

５．退職給付費用  52 33   

６．試験研究費 ※１ 1,146 1,298   

７．その他  1,969 5,370 24.3 2,213 5,780 21.3

営業利益  2,106 9.5 3,529 13.0

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  25 54   

２．受取配当金  87 99   

３．為替差益  98 97   

４．その他  62 272 1.2 54 304 1.1

Ⅴ 営業外費用    

１．たな卸資産廃棄損  105 81   

２．賃貸原価  13 9   

３．その他  5 123 0.5 1 91 0.3

経常利益  2,255 10.2 3,742 13.8

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入金  16 －   

２．投資有価証券売却益  0 16 0.0 － － －

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※２ 55 55 0.2 － － －

税金等調整前当期純利
益 

 2,216 10.0 3,742 13.8

法人税、住民税及び事
業税 

 74 125   

法人税等調整額  802 876 3.9 1,300 1,425 5.3

少数株主利益  1 0.0 -0 -0.0

当期純利益  1,339 6.1 2,317 8.6

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  8,907  8,907

Ⅱ 資本剰余金増加高    

 １．自己株式処分差益  0 0 － －

Ⅲ 資本剰余金期末残高  8,907  8,907

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  25,256  26,270

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １．当期純利益  1,339 1,339 2,317 2,317

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  292   434 

２．役員賞与  33 325 50 484

Ⅳ 利益剰余金期末残高  26,270  28,103

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  2,216 3,742 

減価償却費  699 740 

退職給付引当金の増加額
（－減少額） 

 35 -152 

貸倒引当金の増加額 
（－減少額） 

 -16 21 

その他引当金の増加額  72 37 

受取利息及び受取配当金  -112 -153 

為替差益  -32 -1 

たな卸資産廃棄損  105 － 

有形固定資産売却益  － -0 

有形固定資産除却損  55 1 

投資有価証券売却益  -0 － 

売上債権の減少額 
（－増加額） 

 1,545 -2,636 

たな卸資産の減少額 
（－増加額） 

 583 -958 

仕入債務の増加額 
（－減少額） 

 -2,044 2,272 

その他  4 -53 

未払消費税等の増加額  52 6 

役員賞与の支払額  -33 -50 

小計  3,129 2,815 

利息及び配当金の受取額  110 151 

法人税等の支払額  -97 -72 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 3,142 2,894 

 



   
前連結会計年度 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の預入による支
出 

 -4,844 -2,649 

定期預金の払戻による収
入 

 5,152 3,385 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 -299 -1,123 

投資有価証券の売却等に
よる収入 

 1 600 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 -269 -619 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 28 47 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 -42 -147 

その他の投資の取得によ
る支出 

 -20 -538 

その他の投資の売却によ
る収入 

 3 1 

貸付けによる支出  -7 -10 

貸付金の回収による収入  15 19 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 -282 -1,034 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

自己株式の取得による支
出 

 -602 -3 

自己株式の売却による収
入  

 0 － 

配当金の支払額  -294 -433 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 -896 -437 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 100 135 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額 

 2,064 1,559 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 11,494 13,558 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末
残高 

 13,558 15,116 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は、SHINKAWA SINGAPORE PTE. LTD.、SHI

NKAWA U.S.A., INC.、SHINKAWA（MALAYSIA）SDN. BH

D.、SHINKAWA TAIWAN CO., LTD.、SHINKAWA KOREA C

O., LTD.、SHINKAWA（THAILAND）CO., LTD. 、SHINKAW

A（SHANGHAI）CO., LTD.及び㈱エスケーティーの８社

であり、すべての子会社を連結しております。 

１．連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社は、SHINKAWA SINGAPORE PTE. LTD.、

SHINKAWA U.S.A., INC.、SHINKAWA（MALAYSIA）

SDN. BHD.、SHINKAWA TAIWAN CO., LTD.、

SHINKAWA KOREA CO., LTD.、SHINKAWA（THAILAND）

CO., LTD. 、SHINKAWA（SHANGHAI）CO., LTD.及び㈱

新川テクノロジーズ（旧㈱エスケーティー）の８社

であります。 

  (2) 非連結子会社は、SHINKAWA PHILIPPINES, INC.の

１社であります。 

 （連結の範囲から除いた理由） 

   SHINKAWA PHILIPPINES, INC.は、小規模であり、

かつ、当連結会計年度中は事業活動を行っておら

ず、総資産、売上高、当期損益及び利益剰余金等は

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため、連結の範囲から除いております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、SHINKAWA（SHANGHAI）CO., LTD.

の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成

に当たっては、決算日現在の財務諸表を利用しており

ます。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

     時価のないもの 

      移動平均法に基づく原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産のうち、製品及び仕掛品は個別法に

基づく原価法、半製品及び原材料は移動平均法に

基づく低価法によっております。 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

 



前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物  10年～25年 

その他      ３年～４年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（３年）による定額法に

よっております。 

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 貸倒引当金は、売掛債権及び貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額の設定

を行っております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 製品保証引当金 

 販売済製品に係る一定期間内の無償サービスに

要する費用の発生に備えるため、実績率を基にし

た当社グループ所定の基準により設定を行ってお

ります。 

② 製品保証引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、主として当連

結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、数理

計算上の差異については、発生の翌連結会計年度

に一括費用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は連結会計年度の平均為替相場により円換

算し、換算差額は「資本の部」の為替換算調整勘定

並びに「少数株主持分」に含めて計上しておりま

す。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっておりま

す。 

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

② 役員非適格退職年金に関する事項 

(イ)当社は、昭和62年５月１日より役員非適格退

職年金制度を採用しております。 

② 役員非適格退職年金に関する事項 

(イ)       同左 

(ロ)平成17年３月31日現在の年金資産の額は、133

百万円であります。 

(ロ)平成18年３月31日現在の年金資産の額は、165

百万円であります。 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については全面時

価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

当連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

しております。 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金からなっております。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

──────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

    当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

 従来、営業外収益の「その他」に含まれる賃貸収入に

対応する賃貸原価（減価償却費、保険料及び租税公課）

は販売費及び一般管理費に計上しておりましたが、近

年、賃貸収入の金額が増加する傾向にあるため、当連結

会計年度より営業外費用として会計処理することに変更

いたしました。 

 この変更により、営業利益が13百万円増加しておりま

す。なお、経常利益に対する影響はありません。 

 ──────────── 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 １     ―――――───────  １ 受取手形の裏書譲渡高は、5百万円であります。 

※２ 有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧

縮記帳累計額は、建物及び構築物14百万円でありま

す。 

※２ 有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧

縮記帳累計額は、建物及び構築物14百万円でありま

す。 

※３     ―――――─────── ※３ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

投資有価証券（株式） 23百万円

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式20,047,500株

であります。 

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式20,047,500株

であります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式760,528

株であります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式761,949

株であります。 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,146百万円 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,298百万円 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２      ──────────── 

建物 15百万円

機械設備 2百万円

建物取壊費用 38百万円

計 55百万円

 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 17,102百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 -3,544百万円

現金及び現金同等物 13,558百万円

現金及び預金勘定 17,954百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 -2,837百万円

現金及び現金同等物 15,116百万円



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

４ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

種類 

前連結会期年度（平成17年３月31日） 当連結会期年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
            

株式 1,622 3,416 1,794 1,971 6,009 4,038 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
            

株式 299 288 -11 － － － 

合計 1,921 3,704 1,783 1,971 6,009 4,038 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

1 0 － － － － 

  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

 (1) 満期保有目的の債券     

    非上場外国債券 － 1,000 

  (2) その他有価証券     

  非上場株式 1,513 987 

合計 1,513 1,987 

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

   非上場外国債券 － － － 1,000 

合計 － － － 1,000 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は、 

① 組込デリバティブのリスクが現物の金融資産又は金融負債に及ぶ可能性があること。 

② 組込デリバティブと同一条件の独立したデリバティブが、デリバティブの特徴を満たすこと。 

③ 当該複合金融商品について、時価の変動による評価差額が当連結会計年度の損益に反映されないこと。

のいずれの要件も満たしていないため、デリバティブを区分して時価評価して評価差額を当連結会計年度の損

益として処理しておりません。 

当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は、 

① 組込デリバティブのリスクが現物の金融資産又は金融負債に及ぶ可能性があること。 

② 組込デリバティブと同一条件の独立したデリバティブが、デリバティブの特徴を満たすこと。 

③ 当該複合金融商品について、時価の変動による評価差額が当連結会計年度の損益に反映されないこと。

のいずれの要件も満たしていないため、デリバティブを区分して時価評価して評価差額を当連結会計年度の損

益として処理しておりません。 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

(1) 取引の内容 

 複合金融商品であるキャンセラブル定期預金による

資金運用を行っております。 

(1) 取引の内容 

 複合金融商品であるキャンセラブル定期預金等によ

る資金運用を行っております。 

(2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引につきましては、基本的に行わな

い方針でありますが、組込デリバティブのリスクが金

融資産に及ぶ可能性がないものに限定して行うことと

し、社内でも十分協議を行うこととしております。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、余資運用を目的としてキャン

セラブル定期預金を利用いたしました。なお、利用し

たデリバティブ取引については、元本たる金融資産に

は及びません。 

(3) 取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、余資運用を目的としてキャン

セラブル定期預金等を利用いたしました。なお、利用

したデリバティブ取引については、元本たる金融資産

には及びません。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 銀行側からのキャンセル権があるため、現状での契

約金利が長期にわたり、継続できるという保証はあり

ません。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 銀行側からのキャンセル権又は期限前償還権がある

ため、現状での契約金利が長期にわたり、継続できる

という保証はありません。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引については、元本たる金融資産に

は及ばないことを取締役会で説明しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として適格退職年金制度を、当社の国内子会社は退職一時金制度を設けておりま

す。また、当社の海外子会社では、各国の法律が制定されている場合には当該法律に基づく厚生年金制度を

採用しておりますが、とりたてて制度がない国の当社の連結子会社においては退職給付制度を採用しており

ません。 

 なお、当社については、昭和54年３月１日より従来の退職一時金制度の100％相当分について適格退職年

金制度への移行が完了しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

３ 退職給付費用に関する事項 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

退職給付債務（百万円） -1,435 -1,656 

年金資産（百万円） 1,385 1,441 

未積立退職給付債務（百万円） -50 -215 

未認識数理計算上の差異（百万円） -186 131 

連結貸借対照表計上額純額（百万円） -236 -84 

退職給付引当金（百万円） -236 -84 

  
前連結会計年度 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

退職給付費用 165 -21 

(1) 勤務費用（百万円） 133 151 

(2) 利息費用（百万円） 24 28 

(3) 期待運用収益（減算）（百万円） -14 -14 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
21 -186 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1) 割引率（％） 1.5 2.0 

(2) 期待運用収益率（％） 1.0 1.0 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年） 1 1 

(5) 会計基準変更時差異の処理年数（年） 2 2 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

減価償却限度超過額 1,631百万円

土地評価減否認額 1,225百万円

投資有価証券評価損否認額 179百万円

製品保証引当金その他引当金否

認額 
257百万円

役員退職慰労特定資産否認額 54百万円

未払費用否認額 177百万円

たな卸資産評価減否認額 39百万円

繰越欠損金 1,596百万円

その他 81百万円

繰延税金資産小計 5,239百万円

評価性引当額 －1,278百万円

繰延税金資産合計 3,961百万円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 65百万円

その他有価証券評価差額金 726百万円

その他 10百万円

繰延税金負債合計 801百万円

繰延税金資産の純額 3,160百万円

繰延税金資産  

減価償却限度超過額 1,647百万円

土地評価減否認額 1,225百万円

投資有価証券評価損否認額 179百万円

製品保証引当金その他引当金否

認額 
212百万円

役員退職慰労特定資産否認額 67百万円

未払費用否認額 249百万円

連結会社間内部利益消去 49百万円

繰越欠損金 210百万円

その他 95百万円

繰延税金資産小計 3,934百万円

評価性引当額 -1,279百万円

繰延税金資産合計 2,655百万円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 59百万円

その他有価証券評価差額金 1,643百万円

その他 8百万円

繰延税金負債合計 -1,710百万円

繰延税金資産の純額 944百万円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

 流動資産－繰延税金資産 927百万円

固定資産－繰延税金資産 2,235百万円

流動負債－繰延税金負債 2百万円

固定負債－繰延税金負債 0百万円

 流動資産－繰延税金資産 667百万円

固定資産－繰延税金資産 279百万円

流動負債－繰延税金負債 2百万円

固定負債－繰延税金負債 0百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等損金不算入項目 0.4％

受取配当金等益金不算入項目 -1.4％

住民税均等割 0.2％

海外連結子会社の適用税率差異 0.5％

その他 -0.9％

(調整)  

交際費等損金不算入項目 0.4％

受取配当金等益金不算入項目 -0.6％

住民税均等割 0.1％

海外連結子会社の適用税率差異 -2.3％

その他 -0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
39.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
38.1％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年４月１日より平成17年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成17年４月１日より

平成18年３月31日まで） 

 当社グループは、半導体製造装置の製造及び販売済製品の保守サービスを事業として行っており、当該事業

以外に事業の種類がない単一セグメントであるため、作成しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アメリカ……アメリカ合衆国 

(2) アジア………シンガポール共和国、マレーシア、台湾、大韓民国、タイ王国、中華人民共和国 

当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アメリカ……アメリカ合衆国 

(2) アジア………シンガポール共和国、マレーシア、台湾、大韓民国、タイ王国、中華人民共和国 

  
日本 

（百万円） 
アメリカ 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 18,937 387 2,784 22,108 － 22,108 

(2)セグメント間の内部売上高 2,714 12 419 3,145 (3,145) － 

計 21,651 399 3,203 25,253 (3,145) 22,108 

営業費用 19,759 410 2,976 23,145 (3,143) 20,002 

営業損益 1,892 -11 227 2,108 (2) 2,106 

Ⅱ 資産 45,277 263 2,069 47,609 (2,711) 44,898 

  
日本 

（百万円） 
アメリカ 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 24,462 31 2,589 27,082 － 27,082 

(2)セグメント間の内部売上高 2,225 14 654 2,894 (2,894) － 

計 26,687 45 3,243 29,976 (2,894) 27,082 

営業費用 23,491 75 2,851 26,417 (2,865) 23,552 

営業損益 3,196 -29 392 3,558 (29) 3,529 

Ⅱ 資産 49,097 169 3,381 52,647 (1,627) 51,020 



【海外売上高】 

 最近２連結会計年度の海外売上高は次のとおりであります。 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……………大韓民国、台湾、中華人民共和国、フィリピン共和国、シンガポール共和国ほか 

(2) その他の地域……アメリカ合衆国、ドイツ連邦共和国、ポルトガル共和国ほか 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……………大韓民国、台湾、中華人民共和国、フィリピン共和国、シンガポール共和国ほか 

(2) その他の地域……アメリカ合衆国、ドイツ連邦共和国、ポルトガル共和国ほか 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平

成18年３月31日まで） 

 該当事項はありません。 

期別 項目 アジア その他の地域 計 

前連結会計年度 

（平成16年４月１日から 

平成17年３月31日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 13,019 436 13,455 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 22,108 

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
58.9 2.0 60.9 

期別 項目 アジア その他の地域 計 

当連結会計年度 

（平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 19,100 196 19,296 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 27,082 

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
70.5 0.7 71.3 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

１株当たり純資産額 

2,224円21銭 

１株当たり純資産額 

2,393円75銭 

１株当たり当期純利益金額 

66円36銭 

１株当たり当期純利益金額 

115円89銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当期純利益（百万円） 1,339 2,317 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 50 82 

（うち、利益処分による役員賞与金）

（百万円） 
(50) (82) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,289 2,235 

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,426 19,286 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  15,524 16,199 

２．受取手形  520 612 

３．売掛金 ※1 5,648 7,989 

４．製品  472 632 

５．半製品  1,175 1,617 

６．原材料  451 463 

７．仕掛品  1,029 1,331 

８．繰延税金資産  896 608 

９．その他  209 511 

計  25,924 29,962 

10．貸倒引当金  -40 -56 

流動資産合計  25,884 59.6 29,906 61.1

Ⅱ 固定資産    

(1) 有形固定資産    

１．建物 ※２ 11,127 10,954   

減価償却累計額  7,855 3,272 8,058 2,896 

２．構築物  491 487   

減価償却累計額  473 18 470 17 

３．機械及び装置  1,195 1,542   

減価償却累計額  1,071 124 1,141 401 

４．工具器具及び備品  765 805   

減価償却累計額  736 29 733 72 

５．電子計算機  658 630   

減価償却累計額  625 33 584 46 

６．土地  4,929 4,929 

７．建設仮勘定  30 111 

有形固定資産合計  8,435 19.4 8,473 17.3

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(2) 無形固定資産    

１．ソフトウェア  42 156 

無形固定資産合計  42 0.1 156 0.3

(3) 投資その他の資産    

１．投資有価証券  5,217 7,972 

２．関係会社株式  252 275 

３．従業員長期貸付金  81 74 

４．長期性定期預金   1,300 1,800 

５．繰延税金資産  2,225 259 

６．その他  9 27 

計  9,084 10,407 

７．貸倒引当金  -1 -1 

投資その他の資産合計  9,083 20.9 10,406 21.3

固定資産合計  17,560 40.4 19,036 38.9

資産合計  43,444 100 48,942 100 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  554 2,953 

２．未払金  86 243 

３．未払費用  583 906 

４．未払法人税等  66 42 

５．前受金  30 0 

６．預り金  33 38 

７．製品保証引当金  242 290 

流動負債合計  1,594 3.7 4,472 9.1

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  223 44 

２．知的所有権対策引当金  67 65 

３．製造物責任引当金  51 42 

４．長期未払金  － 1 

固定負債合計  341 0.8 152 0.3

負債合計  1,935 4.5 4,624 9.4

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 8,360 19.3 8,360 17.1

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  8,907 8,907   

２．その他資本剰余金  0 0   

資本剰余金合計  8,907 20.5 8,907 18.2

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  2,090 2,090   

２．任意積立金    

(1) 固定資産圧縮積立金  97 89   

３．当期未処分利益  22,635 24,118   

利益剰余金合計  24,822 57.1 26,296 53.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 1,056 2.4 2,395 4.9

Ⅴ 自己株式 ※４ -1,636 -3.8 -1,640 -3.4

資本合計  41,509 95.5 44,318 90.6

負債・資本合計  43,444 100 48,942 100 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  21,258 100 26,306 100 

Ⅱ 売上原価    

１．製品期首たな卸高  289 472   

２．当期製品製造原価 ※４ 14,617 18,165   

合計  14,906 18,637   

３．他勘定振替高 ※１ 140 425   

４．製品期末たな卸高  472 14,294 67.2 632 17,580 66.8

売上総利益  6,964 32.8 8,727 33.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．営業サービス費 ※２ 1,001 754   

２．荷造運搬費  301 378   

３．販売手数料  284 443   

４．製品保証引当金繰入額  242 290   

５．従業員給与賞与  811 993   

６．退職給付費用  41 -6   

７．減価償却費  249 276   

８．試験研究費 ※3,4 1,146 1,298   

９．その他  1,051 5,126 24.1 1,201 5,627 21.4

営業利益  1,838 8.7 3,099 11.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  7 8   

２．有価証券利息  － 13   

３．受取配当金  143 105   

４．賃貸収入  31 27   

５．為替差益  107 100   

６．雑収入  35 323 1.5 32 285 1.1

     
 



   
前事業年度 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．たな卸資産廃棄損  105 78   

２．賃貸原価  13 9   

３．雑損失  2 120 0.5 0 88 0.3

経常利益  2,041 9.6 3,297 12.5

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※５ 2 1   

 ２．貸倒引当金戻入額  13 15 0.0 － 1 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※６ 55 55 0.2 － － －

税引前当期純利益  2,001 9.4 3,298 12.5

法人税、住民税及び事
業税 

 5 5   

法人税等調整額  794 799 3.7 1,337 1,342 5.1

当期純利益  1,202 5.7 1,956 7.4

前期繰越利益  21,578 22,355 

中間配当額  145 193 

当期未処分利益  22,635 24,118 

     



製造原価明細書 

（脚注） 

   
前事業年度 

（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 原材料費  1,699 10.9 2,294 11.9

Ⅱ 半製品費 ※１ 11,250 72.0 14,317 74.0

Ⅲ 労務費  1,629 10.4 1,469 7.6

Ⅳ 経費    

減価償却費  343 351   

外注加工費  492 567   

その他  212 1,047 6.7 348 1,266 6.6

当期総製造費用  15,625 100 19,346 100 

仕掛品期首たな卸高  1,049 1,029 

合計  16,674 20,375 

他勘定振替高 ※２ 1,028 879 

仕掛品期末たな卸高  1,029 1,331 

当期製品製造原価  14,617 18,165 

     

前事業年度 当事業年度 

○原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

※１．半製品費とは、当社の設計に基づいて協力会社

（外注先）で製造された各ユニットを、製品製造の

ため最終工程へ投入した金額であります。 

○原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

※１．         同左 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費   1,028百万円 

（試験研究費）   (790百万円)

（営業サービス費）   (238百万円)

計   1,028百万円 

販売費及び一般管理費  879百万円 

（試験研究費）   (779百万円)

（営業サービス費）   (100百万円)

計   879百万円 



③【利益処分計算書】 

 （注）１．第47期は平成16年12月10日に145百万円（１株につき7円50銭）、第48期は平成17年12月９日に193百万円

（１株につき10円）の中間配当をそれぞれ実施いたしました。 

  
前事業年度 

    （株主総会承認日 
     平成17年６月29日）  

当事業年度 
    （株主総会承認日 
     平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  22,635   24,118

Ⅱ 任意積立金取崩額    

１．固定資産圧縮積立金取
崩額 

 9 9 9 9

合計  22,644   24,126

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金  241 579 

２．役員賞与金  48 78 

 （うち監査役賞与金）  (3) 289 (5) 657

Ⅳ 次期繰越利益  22,355   23,470

     



重要な会計方針 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 

子会社株式 

  移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品及び仕掛品は個別法に基づく原価法、半製品及

び原材料は移動平均法に基づく低価法によっていま

す。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物       15年～25年 

機械装置     ３年～４年 

３．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（３年）による定額法によっ

ております。 

② 無形固定資産 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 貸倒引当金は、売掛債権及び貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額の設定を行って

おります。 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 製品保証引当金 

 販売済製品にかかわる一定期間内の無償サービス

に要する費用の発生に備えるため、当該実績率を基

にした会社所定の基準により設定を行っておりま

す。 

(2) 製品保証引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、数理計算上の差異につい

ては、発生の翌事業年度に一括費用処理しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(4) 知的所有権対策引当金 

 継続的に発生する製品製造過程等における知的所

有権をめぐる損害賠償訴訟等に対処するための費用

に備えるため、過去の実績率を基にした会社所定の

基準により設定を行っております。 

(4) 知的所有権対策引当金 

同左 

(5) 製造物責任引当金 

 販売済製品の製造物責任賠償に備えるため、ＰＬ

保険により補填されている部分を除いた過去の実績

率を基にした会社所定の基準により設定を行ってお

ります。 

(5) 製造物責任引当金 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっておりま

す。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 役員非適格退職年金に関する事項 

(イ)当社は、昭和62年５月１日より役員非適格退職

年金制度を採用しております。 

(2) 役員非適格退職年金に関する事項 

(イ)        同左 

(ロ)平成17年３月31日現在の年金資産の額は、133百

万円であります。 

(ロ)平成18年３月31日現在の年金資産の額は、165百

万円であります。 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

──────────────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

    当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。  



追加情報 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

 従来、営業外収益中の賃貸収入に対応する賃貸原価

（減価償却費、保険料及び租税公課）は販売費及び一般

管理費に計上しておりましたが、近年、賃貸収入の金額

が増加する傾向にあるため、当事業年度より営業外費用

として会計処理することに変更いたしました。 

 この変更により、営業利益が13百万円増加しておりま

す。なお、経常利益に対する影響はありません。 

────────────── 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※１ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

売掛金 720百万円 売掛金 1,330百万円

※２ 有形固定資産に係る国庫補助金による圧縮記帳累

計額は、建物及び構築物14百万円であります。 

※２ 有形固定資産に係る国庫補助金による圧縮記帳累

計額は、建物及び構築物14百万円であります。    

※３ 当社が発行する株式の総数は普通株式40,000,000

株であり、発行済株式の総数は普通株式20,047,500

株であります。 

※３ 当社が発行する株式の総数は普通株式80,000,000

株であり、発行済株式の総数は普通株式20,047,500

株であります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式760,528

株であります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式761,949

株であります。 

※５ 商法施行規則124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は1,056百万円で

あり、配当制限が付されております。 

※５ 商法施行規則124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は2,395百万円で

あり、配当制限が付されております。 



（損益計算書関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

有形固定資産 101百万円 

（機械及び装置）   

販売費及び一般管理費 39百万円 

（うち営業サービス費） ( 39百万円) 

計 140百万円 

有形固定資産 384百万円 

（うち機械及び装置） ( 316百万円) 

（うち建設仮勘定） ( 67百万円) 

 (うち工具器具及び備品) (  1百万円) 

販売費及び一般管理費 42百万円 

（うち営業サービス費） ( 42百万円) 

計 425百万円 

※２ 営業サービス費の内訳は次のとおりであります。 ※２ 営業サービス費の内訳は次のとおりであります。 

人件費 334百万円 

（うち退職給付費用） (  20百万円) 

諸経費 826百万円 

（うち減価償却費） (  64百万円) 

製品保証引当金取崩額 －169百万円 

計 1,001百万円 

人件費 305百万円 

（うち退職給付費用） (  -9百万円) 

諸経費 491百万円 

（うち減価償却費） (  48百万円) 

製品保証引当金取崩額 -42百万円 

計 754百万円 

※３ 試験研究費の内訳は次のとおりであります。 ※３ 試験研究費の内訳は次のとおりであります。 

労務費 122百万円 

（うち退職給付費用） (   5百万円) 

諸経費 1,024百万円 

（うち減価償却費） (  18百万円) 

計 1,146百万円 

労務費 233百万円 

（うち退職給付費用） (  -6百万円) 

諸経費 1,065百万円 

（うち減価償却費） (  36百万円) 

計 1,298百万円 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,146百万円 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

1,298百万円 

※５ 固定資産売却益は、工具器具及び備品の売却によ

るものであります。 

※５ 固定資産売却益は、工具器具及び備品の売却によ

るものであります。 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※６    ────────────── 

建物 15百万円 

機械設備 2百万円 

建物取壊費用 38百万円 

計 55百万円 

 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

繰延税金資産  

減価償却限度超過額 1,628百万円

土地評価減否認額 1,225百万円

投資有価証券評価損否認額 179百万円

製品保証引当金その他引当

金否認額 
254百万円

役員退職慰労特定資産否認

額 
54百万円

未払費用否認額 175百万円

未払事業税 23百万円

繰越欠損金 1,596百万円

その他 62百万円

繰延税金資産小計 5,196百万円

評価性引当額 －1,278百万円

繰延税金資産合計 3,918百万円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 65百万円

その他有価証券評価差額金 726百万円

その他 6百万円

繰延税金負債合計 797百万円

繰延税金資産の純額 3,121百万円

繰延税金資産  

減価償却限度超過額 1,645百万円

土地評価減否認額 1,225百万円

投資有価証券評価損否認額 179百万円

製品保証引当金その他引当

金否認額 
203百万円

役員退職慰労特定資産否認

額 
67百万円

未払費用否認額 243百万円

未払事業税 14百万円

繰越欠損金 204百万円

その他 74百万円

繰延税金資産小計 3,854百万円

評価性引当額 -1,278百万円

繰延税金資産合計 2,576百万円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 59百万円

その他有価証券評価差額金 1,643百万円

その他 7百万円

繰延税金負債合計 1,709百万円

繰延税金資産の純額 867百万円

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 896百万円

固定資産－繰延税金資産 2,225百万円

流動資産－繰延税金資産 608百万円

固定資産－繰延税金資産 259百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略いたします。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで） 

１株当たり純資産額 2,152円18銭

１株当たり当期純利益金額 59円40銭

１株当たり純資産額 2,293円93銭

１株当たり当期純利益金額 97円37銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度 

(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

当期純利益（百万円） 1,202 1,956 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 48 78 

（うち利益処分による役員賞与金） (48) (78) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,154 1,878 

期中平均株式数（千株） 19,426 19,286 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円） 

㈱東京都民銀行 293,000 1,579 

ＳＭＣ㈱ 85,500 1,568 

Tokyo Tomin Preferred Capital
(Cayman) Limited 

90 900 

㈱アサツー ディ・ケイ 161,000 662 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル
ープ 

364 655 

日本精工㈱ 509,000 520 

日機装㈱ 437,000 433 

㈱みずほフィナンシャルグループ 301 290 

サンワテクノス㈱ 110,000 111 

 ㈱間組 249,700 90 

 その他（７銘柄） 1,193,000 164 

計 3,038,955 6,972 

投資有価証
券 

満期保有
目的の債
券 

銘柄 
券面総額
（百万円） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

ドイツ復興金融公庫 1,000 1,000 

計 1,000 1,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）機械装置の当期増加額の主なものは、試作工場設備並びに自家製造による評価用ワイヤボンダほかであります。

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 11,127 13 186 10,954 8,058 388 2,896 

構築物 491 6 10 487 470 6 17 

機械及び装置 1,195 530 183 1,542 1,141 209 401 

工具器具及び備品 765 87 47 805 733 44 72 

電子計算機 658 55 83 630 584 36 46 

土地 4,929 － － 4,929 － － 4,929 

建設仮勘定 30 234 152 111 － － 111 

  有形固定資産計 19,195 926 662 19,459 10,985 684 8,473 

 無形固定資産               

 ソフトウェア 418 143 4 557 401 29 156 

  無形固定資産計 418 143 4 557 401 29 156 

  長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産               

 ───── － － － － － － － 

   繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、761,949株であります。 

２．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替戻入額であり、損益計算書の表

示は繰入額と相殺後の純額によっております。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 8,360 － － 8,360 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１） （株） (20,047,500) （－） （－） (20,047,500) 

普通株式 （百万円） 8,360 － － 8,360 

計 （株） (20,047,500) （－） （－） (20,047,500) 

計 （百万円） 8,360 － － 8,360 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 8,907 － － 8,907 

（その他資本剰余金）           

 自己株式処分差益 （百万円） 0 － － 0 

計 （百万円） 8,907 － － 8,907 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 2,090 － － 2,090 

（任意積立金）           

固定資産圧縮積立金

（注２） 
（百万円） 97 － 9 89 

計 （百万円） 2,187 － 9 2,179 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 41 57 － 41 57 

製品保証引当金 242 290 242 － 290 

知的所有権対策引当金 67 － 2 － 65 

製造物責任引当金 51 － 9 － 42 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

ｂ 受取手形 

(a) 主な相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 4 

預金   

当座預金 12,318 

普通預金 4 

定期預金  3,160 

定期積金 180 

外貨預金 532 

小計 16,195 

合計 16,199 

相手先 金額（百万円） 

㈱スタンレー鶴岡製作所 124 

チッソ㈱ 90 

ソニーセミコンダクタ九州㈱ 70 

シャープタカヤ電子工業㈱ 65 

日立キャピタル㈱ 63 

その他 200 

合計 612 

期日別内訳   

期日別 金額（百万円） 

平成18年４月 22 

５月 182 

６月 276 

７月 127 

８月 2 

９月 4 

10月以降 － 

合計 612 



ｃ 売掛金 

(a）主な相手先別内訳 

(b）発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等517百万円が含まれております。 

ｄ 製品 

ｅ 半製品 

相手先 金額（百万円） 

SHINKAWA SINGAPORE PTE. LTD. 1,099 

Powertech Technology Incorporation 785 

富士通㈱ 682 

新光電気工業㈱ 401 

 パナソニック半導体上海有限公司 265 

その他 4,757 

合計 7,989 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

―――――
(A) ＋ (B)

× 100 
(D) 
―― 
(B) 
× 12 

前期末残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（カ月） 

5,648 26,823 24,482 7,989 75.4 3.57 

品目 金額（百万円） 

ワイヤボンダ 249 

ダイボンダ 235 

テープボンダ 98 

補修部品 49 

合計 632 

品目 金額（百万円） 

共用半製品 1,266 

補修用半製品・部品 351 

合計 1,617 



ｆ 原材料 

ｇ 仕掛品 

② 流動負債 

ａ 買掛金 

(3) 【その他】 

 該当事項はありません。 

品目 金額（百万円） 

電子回路部品 281 

電子光学部品 84 

電気機構部品 65 

機械加工部品 33 

合計 463 

品目 金額（百万円） 

ワイヤボンダ 622 

ダイボンダ 405 

テープボンダ 234 

フリップチップボンダ 0 

その他装置 1 

補修部品 68 

合計 1,331 

相手先 金額（百万円） 

啓装工業㈱ 258 

㈱清光社 243 

㈱テクニカ 228 

サンワテクノス㈱ 205 

㈱ＴＮＫ 147 

その他 1,873 

合計 2,953 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．単元未満株式の買取手数料は、以下に定める１単元当たりの売買委託手数料額を、買取った単元未満株式数

 で按分した額とする。 

 100万円以下の金額につき           1.150％ 

 100万円を超え500万円以下の金額につき    0.900％ 

 500万円を超え1,000万円以下の金額につき   0.700％ 

 1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき  0.575％ 

 3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき  0.375％ 

  （円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 

 ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

２．平成18年６月29日開催の第48回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、公告掲載方法が次のとお

  りとなりました。  

 公告掲載方法   日本経済新聞に掲載する方法による。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
１株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び100株

未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額（注１） 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第47期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年11月22日関東財務局長に提出 

事業年度（第47期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

 平成17年12月１日関東財務局長に提出 

事業年度（第44期）（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

事業年度（第45期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

事業年度（第46期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(3) 半期報告書 

 （第48期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月９日関東財務局長に提出 

(4) 自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月５日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月３日）平成17年５月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月13日関東財務局長に提出 

  報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月４日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日  

株式会社 新 川    

 取締役会 御中  

 アーク監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 三浦 昭彦  印 

 業務執行社員  公認会計士 赤荻 隆   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社新川の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社新川及び連結子会社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日  

株式会社 新 川    

 取締役会 御中  

 アーク監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 上田 正樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 赤荻 隆   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社新川の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社新川及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月29日  

株式会社 新 川    

 取締役会 御中  

 アーク監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 三浦 昭彦  印 

 業務執行社員  公認会計士 赤荻 隆   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社新川の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

新川の平成17年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月29日  

株式会社 新 川    

 取締役会 御中  

 アーク監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 上田 正樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 赤荻 隆   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社新川の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

新川の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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